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平成２５年度 第１３回人事委員会会議結果 

 

１ 開催日時 

 

   平成２５年９月２５日（水）午前１０時４５分～午後１時 

 

２ 開催場所 

 

   人事委員会委員室（県庁第二庁舎７階） 

 

３ 出席者 

 

【人事委員】 

  委 員 長    曽 我 紀 厚 

     委  員  中 原   都 

 

【事務局職員】 

  事務局長  森 谷 邦 彦   次長兼任用課長  稲 田   将 

     給与課長  新 高 謙 一   係  長     遠 藤 公 亮 

     係  長  向 井 京 子   係  長     有 岡 博 己 

係  長  河 村   淳 

 

【傍聴者】   なし 

 

４ 議 題 

 

議案第１号 宿日直手当に関する規則第２条第１号の規定による承認について 

     

     議案第２号 解雇予告の除外認定について 

     

     議案第３号 ２０１３年度給与勧告等に関する要求書に対する回答について 

 

５ 議事の公開・非公開 

 

   議案第１号及び第３号を公開とし、議案第２号を非公開とした。 

 

６ 議 事 

 

 １ 議案第１号 

   宿日直手当に関する規則第２条第１号の規定による承認について、事務局が説明し、原案のとお

り決定した。 

 

【説 明】 

 宿日直手当に関する規則第２条第１号に規定する承認について、鳥取県教育委員会から申請があり、

適当と認められるので申請のとおり承認しようとするもの。 
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① 申請内容 

 (１) 対象業務 

      鳥取県立琴の浦高等特別支援学校寄宿舎における宿直業務 

 (２) 申請の概要 

      宿日直手当の額については、外部との連絡、文書の収受等の通常業務は１回につき 4,200 円だが、

学生等の生活指導など常態として身体又は精神的緊張を伴う特殊な業務の場合、宿日直手当に関す

る規則第２条第１号の規定により、「人事委員会の承認」を受け、１回につき 7,200 円を支給する

ことができるとされている。 

      県立琴の浦高等特別支援学校は、知的障がいのある生徒に対する教育を行うため、本年４月に開

校した特別支援学校であるが、精神的に不安定な生徒、問題行動が見られる生徒も在籍し、宿直業

務においても、生徒の状況や様子を把握し、適切な指導、支援、対応等を行う必要がある。そのた

め、宿直業務を行う指導員の精神的負担が大きいことから、7,200 円の手当を支給できるよう本委

員会へ承認の申請がなされたもの。 

 

② 承認する理由 

  宿日直手当の額について、特例により１回につき 7,200 円の支給が認められる「人事委員会規則で

定めるその他の特殊な業務（条例第 16 条の２第１項）」とは、過去の承認事例に照らすと、学生等

の生活指導、入所者の介助など、常態として身体又は精神的緊張を伴う特殊な業務をいう。 

  今回申請の業務は、宿直業務中、常に生徒の状況や様子を把握し、適切な指導、支援を行う必要が

あり、常態として精神的緊張を伴う業務であることから、条例で規定する「その他の特殊な業務」に

該当すると考えられる。 

    また、現在 7,200 円の宿日直手当の支給がなされている高等学校は、倉吉農業高等学校、中央育英

高等学校、日野高等学校の３校であり、当該高校では、夜間巡回のほか、寄宿舎生の指導監督、施設

管理等を行っている。琴の浦特別高等支援学校における宿直業務の困難性は、これらの高校の宿直業

務と同等と考えられる。 

  

③ 適用日  平成 25年 10 月１日 

 

【質 疑】 

 委 員 

寄宿舎の生徒数は何人か。 

事務局 

12 名である。 

委 員 

他に寄宿舎がある学校はあるのか。 

事務局 

盲学校にあるが、そこは労働密度が高いので宿日直ではなく通常勤務をしている。 

委 員 

他に同じように寄宿舎があって、宿日直をしており、4,200 円の宿日直手当を支給しているとこ

ろはないか。 

事務局 

ない。 

委 員 

生活指導等を行うかどうかがポイントになるという理解でよいか。 

事務局 

そのとおり。今回のケースでは、精神障害のある生徒が相手ということで職員も不安や緊張を持

って仕事に当たっているということで困難性があると考えている。 

委 員 

この議案に関しては承認してよいと思う。 
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   宿直週１回となっているが、勤務条件として結構厳しいのではないか。 

事務局 

非常勤をもう１名増やすなどの検討を行っており、労働基準監督署と協議中とのことである。 

 

 ２ 議案第２号 

解雇予告の除外認定について、事務局が説明し、原案のとおり決定した。 

 

 ３ 議案第３号 

   ２０１３年度給与勧告等に関する要求書に対する回答について、事務局が説明し、原案のとお

り決定した。 

 

【説 明】 

 次のとおり回答しようとするもの。 
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【質 疑】 

事務局 

委員会でのこれまでの方針協議及び本日の職員団体との意見交換の内容を踏まえ、回答方針案に

ついて一部修正し、議案第３号として改めて付議させていただいた。 

２（５）の「小中学校の教員と高校の教員の職務内容」の部分については、細部においては、小

中学校の教員と高校の教員の職務内容には差があるので、誤解のない表現にした方がよいとの委員

からの意見を踏まえ、過去の勧告・報告に沿って修正を行った。 

委 員 

了解した。 

事務局 

１（３）の「公正な任用」については、本日の職員団体との意見交換会で、職員団体側から改め

て意見・要望が示された。当該意見・要望や委員の意見も踏まえ、回答文面には一部修正を行って

いる。公正な任用については、職員の能力・実績を的確に評価して処遇することが重要であり、適

切な運用のための取組を進める必要があることに間違いはなく、わたり廃止の趣旨を踏まえて、回

答案の修正を行った。 

委 員 

了解した。当該回答案でよい。 

 

 

７ 次回の人事委員会の開催 

 

   平成２５年１０月３日（木）午前１０時から開催することとした。 


